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１．平成１．平成2525年度中間決算概要年度中間決算概要

＜経常利益・中間純利益＞

＜コア業務純益＞

1

ⅠⅠ．業績概要．業績概要

経費が増加したものの、有価証券利
息配当金の増加により資金利益が増益
となったこと等から増益

有価証券の減損処理額が減少したこ
と等から、経常利益・中間純利益とも
に増益

(単位：億円、％)

増減額 増減率

408 390 ▲  18 ▲  4.3

［ ］ [ 398 ] [ 403 ] [ 5 ] [ 1.2 ]

347 351 4 1.1

49 50 1 3.2

12 ▲  11 ▲  23

うち国債等債券損益 10 ▲  13 ▲  23

275 279 4 1.4

133 111 ▲  22 ▲ 16.4

［ ］ [ 123 ] [ 124 ] [ 1 ] [ 0.8 ]

－ － －

133 111 ▲  22 ▲ 16.4

▲  67 22 89

4 4 0

24 10 ▲  14

▲  71 3 74

66 133 67 102.0

－ 3 3

3 1 ▲   2

22 54 32

41 81 40 97.8

▲  20 ▲  6 14

一般貸倒引当金繰入前業務純益

株 式 等 関 係 損 益

一般貸倒引当金繰入額

特 別 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

業 務 粗 利 益

前中間期比H24年度
中間期

H25年度
中間期

損 益 概 況
（単 体）

不 良 債 権 処 理 額 ( ▲ )

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 等

与 信 関 係 費 用

コ ア 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

コ ア 業 務 純 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費

業 務 純 益

中 間 純 利 益

法人税、住民税等(調整額含む)

臨 時 損 益

【【平成平成2525年年99月期月期】】



＋19
＋13

▲1▲1

＋2

▲1

▲27
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＜資金利益の増減要因＞

ⅠⅠ．業績概要．業績概要 ２．資金利益２．資金利益

H24/上
資金利益

347

貸出金要因▲14

その他

H25/上
資金利益

351

（単位：億円）

平 残

利 回

有価証券要因＋18

預金等要因＋1

利 回

平 残

平 残

利 回

・貸出金利息が利回の低下により
減少したものの、有価証券利息
配当金が増加したことから、資
金利益は、前中間期比4億円増加
した。 ●●

＜参考＞市場金利の動向

＜H25年度中間期総括＞

(単位：億円)

前中間期比増減

35,659 37,504 1,845

29,769 34,785 5,016

68,723 74,444 5,721預金・譲 渡性預金

有 価 証 券

H24年度
中間期

H25年度
中間期

主要勘定（平残）

貸 出 金

(単位：億円)

前中間期比増減

347 351 4 692 7

365 369 4

( 249 ) ( 235 ) ( ▲ 14 )

( 113 ) ( 131 ) ( 18 )

19 18 ▲  1
( 17 ) ( 16 ) ( ▲  1 )（ 預 金 等 利 息 ）

資 金 利 益

（ 貸 出 金 利 息 ）

（有価証券利息配当金）

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

H25年度
（計画） 前年度比増減

H25年度
中間期

H24年度
中間期

H24年度中間期 H25年度中間期

0.33% 0.23% 

0 .22% 0.28% 

0 .83% 0.75% 新 発 10 年 国 債 利 回

日 本 円 Ｔ Ｉ Ｂ Ｏ Ｒ (3 ヶ 月)

新 発 5 年 国 債 利 回

【【平成平成2525年年99月期月期】】

(単位：％)

前中間期比増減

1.39 1.24 ▲0.15

0.75 0.74 ▲0.01

0.04 0.04 0.00

0.97 0.90 ▲0.07

0.17 0.16 ▲0.01
(注)前年度比はポイント差

H25年度
中間期

利回・利鞘

貸 出 金 利 回

H24年度
中間期

預 金 等 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金ス プレ ッド

総 資 金 利 鞘



7,594
7,447 7,558

7,727

6,756
6,772 7,340

6,821

22,81022,601
20,708

24,188

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H23/3 H24/9 H25/3 H25/9

事業性 消費性 地公体等

３．貸出金３．貸出金

3

ⅠⅠ．業績概要．業績概要

・貸出金は、地公体等向け貸出
が減少したものの、中小企業
等向け貸出の増加等より増加。

・消費者ローンは、住宅着工件
数の増加等に伴う住宅ローン
実行額の増加により、増加し
た。

36,820
35,058

38,736
37,708

＜貸出金末残推移＞

～

＜震災関連貸出実績＞

＜H25年度中間期総括＞

（億円)

（震災直後)

(単位：億円、％)

前中間期比増減率

35,659 37,504 5.1 37,627 3.3

21,537 23,214 7.7

( 11,874 ) ( 12,059 ) ( 1.5 )

( 9,663 ) ( 11,155 ) ( 15.4 )

7,441 7,615 2.3

( 7,000 ) ( 7,205 ) ( 2.9 )

6,681 6,675 ▲　0.0地 公 体 等 向 け

H25年度
中間期

貸 出 金

貸　出　金
（平　残）

消 費 者 ロ ー ン

( 住 宅 ロ ー ン )

事 業 性 貸 出

(除くｽﾌ ﾟﾚｯﾄﾞ貸)

( ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸 )

H24年度
中間期

H25年度
（計画） 前年度比増減率

【【平成平成2525年年99月期月期】】

震災関連貸出実績累計
(震災後～H25/9末)

14,319件 / 3,544億円

○事業性

○個 人 （件、億円）

無担保 住宅ローン 合　計

件　数 2,827 5,158 7,985

金　額 50 998 1,048

（件、億円）

運転 設備 合　計

件　数 4,837 1,497 6,334

金　額 1,773 723 2,496



14,792 15,509

10,002
17,779

44,000
37,780

43,442 43,636

15,442

13,787

14,073

4,244

585
577

393

553

20,000

40,000

60,000

80,000

H23/3 H24/9 H25/3 H25/9

個人 法人 公金 金融（億円)

～

４．預金・譲渡性預金４．預金・譲渡性預金
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ⅠⅠ．業績概要．業績概要

＜預金・譲渡性預金末残推移＞

68,629

56,364

74,100
77,501

・末残は、公金預金の減少を主
因により、H25/3期比3,401億
円の減少となったものの、前
年同期比では、依然として高
水準で推移。

・復興の進展に伴い預金は流出
していくものと推定されるが、
復興関連事業の遅れから、当
面は高水準で推移するものと
見込まれる。

＜震災による預金増の状況＞

○保険金等支払額 （宮城県分）
・地震保険金 〔出典：日本損害保険協会HP〕
約5,600億円 H24.5.31現在

・義援金 〔出典：日本赤十字社HP〕
約1,800億円 H25.6.12現在

○国からの復興交付金など （宮城県分） H25/9末現在

・復興交付金 〔出典:復興庁HP〕
約9,100億円

・震災復興特別交付税 〔出典：総務省HP〕
約7,900億円

＜H25年度中間期総括＞

（震災直後)

(単位：億円、％)

前中間期比増減率

68,723 74,444 8.3 73,473 6.4

43,638 44,101 1.0

14,835 15,617 5.2

10,018 14,479 44.5

前年度比増減率

H24年度
中間期

H25年度
中間期

う ち 法 人 預 金

う ち 公 金 預 金

預金・譲渡性預金
（平 残）

H25年度
（計画）

預金＋譲渡性預金

う ち 個 人 預 金

【【平成平成2525年年99月期月期】】



(単位：億円)

増減額 増減率

（H25/3末比) （H25/3末比)

21,180 28,494 30,996 34,029 36,305 2,276 6.7% 1,119 210

20,241 27,643 30,303 33,046 35,166 2,120 6.4% 598 57

17,809 25,526 27,821 29,660 31,113 1,453 4.9% 378 ▲  55

8,648 15,771 18,002 19,931 21,245 1,314 6.6% 209 ▲  19
  変動利付国債 3,655 3,196 3,187 3,155 3,175 20 0.6% 51 20

1,079 822 949 879 767 ▲  112 ▲12.7% 8 ▲   3

7,607 8,657 8,659 8,657 8,944 287 3.3% 160 ▲  34

2,907 2,393 2,693 3,579 4,210 631 17.6% 221 113
　外貨外債 1,181 825 1,000 1,483 1,944 461 31.1% ▲   26 ▲  25

939 851 693 983 1,139 156 15.9% 521 153

H25/3末

有価証券

H25/9末

評価損益

評価損益

増減額

(H25/3末比)
H23/3末 H24/3末 H24/9末 H25/9末

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

(うち円貨債券）

3.273.17
3.57 3.47

3.29

0.88 0.73 0.62 0.54 0.530.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

H23/9 H24/3 H24/9 H25/3 H25/9 H26/3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0修正デュレーション

利回（％）

※投信を除く円貨債券（半期ベース）

＜円貨債券の利回とデュレーション＞

５５．有価証券．有価証券 ①①
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■ 利回・デュレーションの状況

は左記震災以降積増しした
有価証券の影響を除いた数値

ⅠⅠ．業績概要．業績概要

＜有価証券末残推移 (時価ベース)＞

（計画）

＜震災後の預金の大幅増に伴う追加運用の状況＞

中・短期の公共債中心の運用の継続により

利回・デュレーションは低下

中・短期の公共債中心の運用の継続により

利回・デュレーションは低下

H25/3末 H25/9末

運用残高 約7,000億円 約8,800億円

利　　回 0.27% 0.31%

修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 2.32 2.69

3.53

0.75

【【平成平成2525年年99月期月期】】



-

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H25 H26-27 H28-29 H30-31 H32-33 H34-35

震災後の追加運用対応分

除く震災後の追加運用対応分

流動性の高いポートフォリオの活用 ・ 期間および種類の分散によるリスクの低減と収益確保流動性の高いポートフォリオの活用 ・ 期間および種類の分散によるリスクの低減と収益確保

５５．有価証券．有価証券 ②②
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ⅠⅠ．業績概要．業績概要

■ 市場リスク管理の高度化

■ 有価証券運用の強化

■ 金利動向に対応した円債運用

＜種類別構成割合 (償却原価ベース)＞

■ 収益確保に向けた運用の多様化

○安全性・流動性の確保

・中短期の公共債比率を高めに維持

・変動利付国債の保有継続

・金利水準に対応した中長期債投資の実施

○収益源泉の拡充

・株式、リートなどインフレ資産への投資継続

・外債および投信（アジア向け等）への分散投資

○機動的運用の強化

・相場変動を捉えた期間収益の積上げ

・株式・投資信託等の銘柄入替推進

＜円貨債券償還構成＞ （H25年9月末）
（億円)

・金利上昇リスクにかかる予兆管理の強化

・資産分散ポートフォリオによるリスク低減

【【平成平成2525年年99月期月期】】

H25年度 H26年度
～H27年度

H28年度
～H29年度

H30年度
～H31年度

H32年度
～H33年度

H34年度
～H35年度

（償還年度)

H23/3 H24/3 H25/3 H25/9
H26/3
計画

40.6% 55.4% 59.5% 59.8% 59%

5.1% 2.8% 2.6% 2.1% 2%

36.0% 30.3% 25.5% 25.0% 25%

3.4% 2.4% 1.9% 1.8% 2%

14.9% 9.1% 10.5% 11.3% 12%

うち外貨外債 5.8% 3.0% 4.5% 5.6% 6%

　そ  の  他

　国 　 　債

　地  方  債

　社 　   債

　株　    式



▲ 6▲ 14

0
88

569
0.24

▲ 0.03 ▲ 0.01

1.64

▲ 200

0

200

400

600

800

H22年度 H23年度 H24年度 H25/上 H25予想
▲ 0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
与信関係費用

与信関係費用比率

290
399 389 355

565

967
771 777

273

376

281
271

3.16

4.71
3.77 3.57

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

H23/3 H24/3 H25/3 H25/9

(億円)

-22

-20

-18

-16

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8（％）

1,440
1,403

1 ,742

1,128
＜与信関係費用と与信関係費用比率＞

■ 与信関係費用

（億円）

６６．与信関係費用および金融再生法開示債権．与信関係費用および金融再生法開示債権

金融再生法開示債権比率は低下傾向に金融再生法開示債権比率は低下傾向に

7

■ 金融再生法開示債権

＜金融再生法開示債権の推移＞

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 要管理債権

危険債権

金融再生法開示債権比率

一般貸倒引当金が、引当率の低下等により取崩超過
となり、戻入益を計上
一般貸倒引当金が、引当率の低下等により取崩超過
となり、戻入益を計上

ⅠⅠ．業績概要．業績概要

（％）

※H23/3の金融再生法開示債権は、震災の影響を踏まえた自己査定実施前の数値
H25年度
中間期

H25年度
（予想）

（単位：億円)

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 31 25 － － 
不 良 債 権 処 理 額 57 64 10 4
 個別貸倒引当金繰入額 44 52 － － 
 債権売却損等 13 12 10 4
貸倒引当金戻入益　(▲) － － 23 9
偶発損失引当金戻入益　(▲) － 1 1 1
貸 倒 引 当 金 繰 入 等
（ 特 別 損 失 計 上 分 ） 481 － － － 

与 信 関 係 費 用 合 計 569 88 ▲ 14 ▲  6

H25年度
中間期

H24年度H23年度H22年度

【【平成平成2525年年99月期月期】】

（単位：億円）＜参考＞貸倒引当金残高推移

H23/3 H24/3 H25/3 H25/9
956 1,007 892 873



12.2812.2212.33

11.44

13.04

10.9410.89

12.50

10.97
10.85

8.0

10.0

12.0

14.0

H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H25/9 H26/3

自己資本比率

Tier１比率
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７７．．自己資本の状況自己資本の状況

■ 自己資本比率

＜参考＞バーゼルⅢによる影響

＜自己資本比率推移＞ （単体・国内基準）

ⅠⅠ．業績概要．業績概要

バーゼルⅢ（国内基準）による自己資本比率

H25/9末（当行試算） 12.49％

現行基準比 ＋0.21

（％)

（予想)

※ 公的資金(劣後ローン200億円)による影響 ＋0.73

＜自己資本の状況＞

※H25年3月末より、オペレーショナルリスクの算出方法を
基礎的手法から粗利益配分手法に移行

貸出金の増加等に伴いリスクアセットが増加した

ものの、内部留保の積上げによりH25/9末の

自己資本比率〔国内基準〕は12.28％とH25/3末比

0.06ポイント上昇 ●

（単位：億円）

　自己資本額 3,236 2,903 3,182 3,286 3,362

（基本的項目） （ 3,102 ） （ 2,755 ） （ 2,831 ）（ 2,928 ）（ 2,996 ）

（補完的項目） （ 155 ） （ 159 ） （ 361 ）（ 368 ）（ 371 ）

（劣後ローン） （ － ） （ － ） （ 200 ）（ 200 ）（ 200 ）

　リスクアセット 24,802 25,374 25,798 26,871 27,365

H25/9末H22/3末 H23/3末 H24/3末 H25/3末

【【平成平成2525年年99月期月期】】

※



１．宮城県の動向１．宮城県の動向
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

■ 震災からの復興と産業構造の変化

産業構造の変化
2つの大きな潮流2つの大きな潮流

震災からの復興

う ね り

【【平成平成2525年年99月期月期】】

●自動車・高度電子機械産業の集積
【H24年度のトヨタ自動車東日本の東北での完成車生産
50万台を突破】
・ものづくり企業への参入支援

●産学官連携による地域活性化
【産学官による地域の復興に向けた各種協議会の設置】
・東北大学との連携協定を活用したハンズオン支援等

●創業・新規事業の開拓
【宮城県新設法人数（H24年）1,961社、前年比22.7%増】

（東京商工リサーチ）

・国の補助金等を活用した創業・新規事業のサポート

●農業等6次産業化の進展
【農業生産法人の設立の動き】
・農業6次産業化ファンドによる支援（第1号投資決定済）

●仙台空港民営化の推進
【H28/3民営化に向け具体的な提案等を募集中】
・仙台空港600万人・5万ﾄﾝ実現ｻﾎﾟｰﾀｰ会議への参画

●インフラの復旧
【復旧率：道路・橋梁施設 65%、港湾施設 22%】

（H25/9完了箇所ベース、宮城県）

・復旧・復興に向けた円滑な資金供給

●被災事業者・農業・水産業の再生
【被災商工業者営業再開状況：86%】 （H25/3、宮城県）

【農地復旧面積：63%、漁港復旧箇所：10%】（H25/9、宮城県）

・グループ化補助金の活用サポート

●販路の回復・開拓
【震災前の生産水準を回復した製造業の割合：30%】

（当行調査月報11月号）

・ビジネスマッチングによる販路の回復・開拓支援

●住宅再建支援策の整備
【仮設住宅入居者数：93千人】 （H25/9、宮城県）

・被災者向けローン、災害復興住宅融資の取扱い

●防災集団移転促進事業の促進
【防災集団移転促進事業完了地区：3%】 （H25/9、宮城県）

・説明会、ポスティング実施によるガイドラインの周知

・集団移転専用ローンによる対応

地域・企業の再生と発展および地域経済の活性化

貸出金の推進

ｿﾘｭｰｼｮﾝの提供



H22年度 H23年度 H24年度 H25/上

訪問件数 246千件 323千件 488千件 293千件
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策 ２．貸出金の推進強化等２．貸出金の推進強化等 ①①

■ 事業者向け貸出の推進等 ①

顧客とのリレーション強化による貸出の掘り起こし顧客とのリレーション強化による貸出の掘り起こし

訪問件数は大幅に増加

＜取引先訪問件数推移＞

12,801

11,666

12,221
12,637

15,40015,243
14,854

14,735

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

H23/3 H24/3 H25/3 H25/9
12,000

13,000

14,000

15,000

16,000
残高（億円） 先数（先）

＜中小企業向け貸出先数・残高推移＞

貸出先数・残高とも増加基調

■ 中小企業向け貸出の状況

■ 取引先に対するコンサルティング機能の強化

○取引先訪問によるリレーションの強化

【【平成平成2525年年99月期月期】】

～

実行実績
(震災後～H25/9末) 52件/81億円

うち H25/上実績
15件/19億円

金融機関での取得者数
全国１位 （H25/10末現在）

動産評価ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ15名の活用

投資実績
（震災後～H25/9末）

9件/24億円
みやぎ復興ブリッジファンド

・H23/8、日本政策投資銀行と設立

東日本大震災中小企業復興支援ファンド
・H24/1、大和企業投資と設立

・復興支援ファンド

つなぎ資金実績

自己資金部分実績

470件/370億円

109件/100億円

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業

○ 中小企業グループ化補助金への対応

○ ABL（動産担保融資）

・私募債 （復興私募債、県信保付私募債等）

引受実績
(震災後～H25/9末)

40件/41億円
うち H25/上実績

7件/6億円

（震災後～H25/9末) 

（震災後～H25/9末) 

■ 震災からの復旧・復興資金への対応



被災
企業

売上回復販路の回復・開拓
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

資金供給ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ

■ ビジネスマッチング

○精度の高い個別商談機会の提供

○商談会開催によるマッチング機会の提供
＜H25/上 開催実績＞

国内（仙台） １回
（参加納入企業77社）

海外（中国） １回
（当行取引先11社参加）

・被災企業と大手流通業者等との個別商談

国内8回 （参加企業数累計414社）

海外6回 （参加企業数累計54社）
累計468社参加

食材王国みやぎビジネス商談会 日中ものづくり商談会＠上海2013

＜商談会開催実績＞ （震災後～H25/9末）

商談成約件数累計
（震災後～H25/9末) 

2,100件以上
うち融資実行額

不動産情報活用など

約107億円

商談成約件数

11件
（震災後～H25/9末) 

【【平成平成2525年年99月期月期】】２．貸出金の推進強化等２．貸出金の推進強化等 ②②

■ 事業者向け貸出の推進等 ②

○ ビジネスマッチング成約実績

関連融資実績 25件/53億円

○再生可能エネルギー事業

■ 成長分野関連貸出

太陽光・バイオマス等

98
146

240
326 350131

209

286

392

455

0

100

200

300

400

H22/3 H23/3 H24/3 H25/3 H25/9

（億円）

0

100

200

300

400

（件）
残高 件数

＜７７医療福祉ローン残高・件数推移＞

医療・介護ﾁｰﾑ
関与案件実績

（震災後～H25/9末）

177件
335億円

○医療・介護分野

H22/9医療・介護
チーム活動開始

（震災後～H25/9末) 

＜木質バイオマス発電事業への融資＞

地
元
森
林
組
合
等

売電
地域通貨

発行

運営会社A社

木質バイオマス発電所

他

ガス化プラント設置

（H26/3稼動予定) 

融資実行

（H24/2設立) 

電力
会社

地元
企業

売熱
間伐材
購入



285 299 292 392
100 72 95

143

506

144

3,3132,803
2,1892,1112,228

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H23/上 H23/下 H24/上 H24/下 H25/上

-8,000

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000(件）

肩代り
新規
新規実行件数

防災集団移転 （完了地区ベース）

災害公営住宅 （完了ベース）

3%

1%

100
進　捗　状　況　（％）

80604020

552

5,036

3,319

2,197
102

831

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 調整中

（戸）
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策 ２．貸出金の推進強化等２．貸出金の推進強化等 ③③

■ 個人向け貸出の推進

震災後の住宅建替え需要等の確実な捕捉震災後の住宅建替え需要等の確実な捕捉

（単位:件）

＜住宅ローン実行額・件数推移＞

（億円）

住宅業者とのリレーション強化
による案件持込推進

＜宮城県内住宅着工件数推移（持家・分譲）＞

（単位：億円）

H23/3末 H23/9末 H24/3末 H24/9末 H25/3末 H25/9末

7,080 7,041 7,028 7,015 7,141 7,326

＜住宅ローン末残推移＞

4,040件/703億円

＜参考＞住宅金融支援機構「災害復興住宅融資」取扱実績

機構受理 実績
(震災後～H25/9末)

（H25.10.7機構受理ベース) 

＜借地・分譲宅地整備事業完了予定時期別戸数＞

※現段階で供給

時期が確定し

ていないもの

（H25/9末現在）

（宮城県公表の資料等をもとに当行作成）

＜住宅関連復興事業の進捗状況＞（H25/9末現在）

防災集団移転等に関係する

住宅着工の本格化は来年度以降

○住宅ローン（集団移転・借地型）による対応 （H25/2～） ※全国初

借入予定件数・金額 52件/12億円 （H25/10末、実行済分を含む）

○被災地（石巻）のローンセンターの休日営業の拡大 （H25/11～）

5地区/194地区

157戸/15,754戸

H28年度
以降

増加基調へ

日曜ローン相談会
の継続実施

■ 住宅関連復興事業の現状と当行の取組み

■ 住宅ローンの状況

○集団移転による住み替えに伴う既存住宅ローンの返済資金の

借入も対象とするよう、住宅ローンの商品内容を改正（H25/11～）

H22/上 H22/下 H23/上 H23/下 H24/上 H24/下 H25/上

3,992 3,943 4,078 6,074 6,503 6,947 7,014

【【平成平成2525年年99月期月期】】

385 371 387

535
650



74
65

3623
0

50

100

H23年度 H24/上 H24/下 H25/上

78

39

0

50

100

東日本大震災 産業復興機構
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

■ 企業再生支援等

企業再生支援により業況の改善を促進

仙台弁護士会、東北財務局等と合同で合計12会場で開催
（宮城県8会場、福島県4会場 ～H25/11末迄）

・住宅ローン利用先へDM発送・訪問等フォローアップの継続

○ガイドライン周知活動の継続実施

■ 二重債務問題への対応

個人版私的整理ガイドラインを活用個人版私的整理ガイドラインを活用

３．復興支援の取組み３．復興支援の取組み

・ガイドライン無料相談会の開催

（H25/11末）

○外部専門家の本部駐在

H25/10より2名増員
審査部内に5名駐在

合計19名体制

（件) 

東日本大震災
事業者再生支援機構

産業復興機構

当行取引先にかかる
支援決定先累計

（震災後～H25/9末) ＜債権買取機構活用実績＞

経営改善支援

取組先数

うちランクアップ先 202先

（H25/上) 2,700先

＜経営改善支援実績＞

・うち同意済件数

97件

・うち金融機関手続中他

20件

※不同意はゼロ117件

現在相談受付中
の案件

108件

震災以降、9名増員
室員合計14名

○企業支援室の増員

■ 審査部門の体制強化

198件

（件) 

・うち同意済件数

115件

・うち顧客手続中他
弁済計画策定中等

83件

※不同意はゼロ

＜ガイドライン申出受付状況（当行分）＞

申出受付件数累計
（震災後～H25/9末) 

■ ガイドラインの活用状況

＜参考＞ 自治体の土地買取に伴う抵当権解除の取扱状況

売却代金による返済で

完済に至らなくても原則解除

抵当権解除依頼受付先数

85先 （H25/9末現在）

【【平成平成2525年年99月期月期】】

※H23/8ガイドライン
運用開始
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

産学官のネットワークを活用した取引先支援産学官のネットワークを活用した取引先支援

■ ものづくり産業集積への対応

・海外での資金需要に対応する国内融資の取り込み
・海外ビジネス支援を契機とした新規与信取引推進

・海外での資金需要に対応する国内融資の取り込み
・海外ビジネス支援を契機とした新規与信取引推進

上海上海

香港香港

大連大連

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

【合計7名】

ｱｼﾞｱ地域への行員派遣数

【1名】

【4名】

【1名】

【1名】

延べ約900件

42件/約45億円

・海外ビジネス支援件数

・海外ビジネス支援関連融資実績

(H23/3～Ｈ25/9)

■ アジアビジネス支援

４．地域経済の活性化４．地域経済の活性化

ﾏﾆﾗﾏﾆﾗ

■ アグリビジネス・6次産業化の推進

○農業経営アドバイザー20名の活用

○東北6次産業化ブリッジファンドの活用 （H25/4設立、規模20億円）

地元野菜加工業者

（投資金額：1億円）

○創業支援等に関する補助金申請サポート

62件
（H25/9末現在）

○東北大学ラボツアー ～地域企業が東北大学の研究室を訪問

・目的：取引先の技術向上・ 若手エンジニアの育成支援
・テーマ：自動車、医療機器、水産・食品等

第１回（H25/2）
43名参加

農業に強い人材および6次産業化ファンドの活用農業に強い人材および6次産業化ファンドの活用

(H25/9末現在）

地域の
雇用拡大

同種ファンドでは東北地方初

当行支援先
補助金採択実績

第2回（H25/11）
74名参加

創業補助金・ものづくり補助金等

産地
の育成

販路拡大
支援

復興支援

H25/11 第１号投資決定

ｲﾝﾄﾞｽﾃｲﾄ銀行
業務提携(H25/2)

ﾊﾞﾝｺｯｸ銀行
協定締結(H23/4)

ﾊﾞﾝｺｸ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ
出資（Ｈ25/6）

ｱｼﾞｱﾋﾞｼﾞﾈｽ支援室ｱｼﾞｱﾋﾞｼﾞﾈｽ支援室

上海駐在員事務所上海駐在員事務所

香港貿易発展局
協定締結(H22/11)

ﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝ銀行
協定締結(H25/6)

ﾊﾞﾝｸﾈｶﾞﾗｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
協定締結(H24/11)ｼﾞｬｶﾙﾀｼﾞｬｶﾙﾀ

ﾑﾝﾊﾞｲﾑﾝﾊﾞｲ

(H23/3～Ｈ25/9)

【【平成平成2525年年99月期月期】】

ﾊﾞﾝｺｸﾊﾞﾝｺｸ



121 92 80 132
209 293 239 205

535
345 381 393 396

167

238

0

500

1,000

23/上 23/下 24/上 24/下 25/上

(億円)
公共債 投資信託 保険

375 309 315
426

395 549
441

407

102103 92 55 85

518

400

0

500

1,000

23/上 23/下 24/上 24/下 25/上

(百万円) 公共債 投資信託 保険

５．顧客基盤の拡大・預り資産の推進５．顧客基盤の拡大・預り資産の推進
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

■ 顧客基盤の拡大

顧客の安定的な資産形成を支援顧客の安定的な資産形成を支援

＜預り資産関連手数料推移＞

流動性預金からの預り資産へのシフト推進流動性預金からの預り資産へのシフト推進

■ 預り資産の推進

＜預り資産販売額推移＞

本部マネーアドバイザー（10名）
による顧客対応支援

1,020

675
766 712 733

940

873
950

811
918

○NISA （少額投資非課税制度)

○孫等への教育資金贈与

～教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置（H25/4創設）

＜教育資金贈与信託＞
（愛称：孫への想い）

三井住友信託銀行の信託商品

＜教育資金贈与専用口座＞

当行の普通預金を活用した商品

～H26/1制度開始予定

投 資 信 託 の 商 品
ラ イ ン ナ ッ プ 拡 充

ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾈ ｯ ﾄ 投 資 信 託
専 用 商 品 の 導 入

NISA申込件数 9千件以上 （H25/9末現在）

専用口座取扱実績 83件 / 637百万円

■ 事業者向け

○でんさい（電子記録債権）の推進

■ 個人向け

でんさい申込受付先数 4,000先以上 (H25/9末現在）

預り資産推進にかかる
個人表彰の実施

専用商品の取扱開始 （H25/7～）

非対面チャネルの機能拡充による顧客の囲い込み非対面チャネルの機能拡充による顧客の囲い込み

(H25/9末現在）

○インターネットバンキングの機能拡充

【【平成平成2525年年99月期月期】】



女性の割合 H15/3末 H25/3末

管理・監督職 約3％ 約9％ (約80名増)

営業グループ 約3％ 約24％ (約100名増)
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

■ 人材の育成

６．人材育成への投資拡充６．人材育成への投資拡充

■ 女性の活躍推進

ﾋｭｰﾏﾝｽｷﾙ・情報収集力・交渉力を兼ね備えた人材育成ﾋｭｰﾏﾝｽｷﾙ・情報収集力・交渉力を兼ね備えた人材育成 女性の活躍推進による組織の活性化女性の活躍推進による組織の活性化

H25/ 8 「女性活躍推進ワーキンググループ」設置
（メンバー：女性行員10名）

キャリア形成・
能力開発支援
への取組強化

仕事と家庭生
活の両立支援
への取組強化

■ 女性行員登用の状況

■ 基本方針の策定

・融資・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力向上のためのセミナー等の開催
・所属店の枠を超えた女性行員間の交流機会の提供
・育児休業等からの職場復帰支援策の導入

Work Work Woman

女性行員からの意見の積極的活用

H25/10 「女性の活躍推進に向けた取組みにかかる基本方針」策定

わ く わ く

○TV会議システム(H25/5全店に設置完了)の活用実績
（～H25/10末）

会議・研修会等の開催
累計70回以上

○行内私塾「セブン塾」

育成人数 24名

■ 実効性の高い人材育成の実施

○会話・対話・交渉のできる機会の創出

○法人渉外担当者等育成プログラム

本部人員による個別指導
4ヵ月にわたり随時育成

参加人数 累計215名

研修コンテンツ配信
累計50回以上

約550名

（H24/3末）

H25/9前倒しで実施

約470名

（～H25/9末） （H26/3末計画）

80名増員

（H24/4～H25/9）

（H24/4～H25/9）

■ 研修体制の充実・強化

若手の融資担当者の育成

（地域ごとに開催）

10

年

○名 称

○内 容

○施 策

【【平成平成2525年年99月期月期】】

○融資担当者の増員計画⇒実践的な融資ｽｷﾙの向上

営 業 店

営業支援部隊
ﾏﾈｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

出張審査
滞在型審査

外部専門家
（審査部駐在）



H24/3 H25/9

パート等 約750名 約1,000名

行員等 約2,900名 約2,900名

278 281 274 278

260 255 250 233

27282930

0

200

400

600

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

人件費 物件費 税金

７．生産性の更なる向上７．生産性の更なる向上
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■ ローコストオペレーションの徹底

■ 時間および人員の創出

■ 抜本的なコストの見直し

○外部コンサルの導入によるコストの抜本的な見直し

創出した時間・人員による営業推進の強化

■ 経費推移

H25年度は、MEJAR関連費用の一部前倒し等により
増加するも、平年度並みの水準を維持する見込み

568 565 552 538
（億円)

（計画）

■ システム共同化（MEJAR）への対応準備

○共同利用するシステムの範囲を「部門システム」
にも拡大

○MEJAR参加行における事務効率化策等の先行実施

H28/1稼働予定 円滑な移行に向け準備作業を本格化H28/1稼働予定 円滑な移行に向け準備作業を本格化

参加行：当行、横浜、ほくほくFG(北陸・北海道）の4行

ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

H27年度までに年間10億円の削減を目指す （H24年度対比）

○パートタイマー1,000名体制へ約250名増員

564

＜経費推移＞

＜参考＞
前中計期間中における経費削減実績 約11億円 （平年ベース）

【【平成平成2525年年99月期月期】】

BPRによる事務効率化効果
（H24/4～H25/9）

約3. 5時間
※営業店1ヵ店1日あたりの効果

＜BPRの効果＞

・営業店事務フローの見直し

・営業店事務にかかる本部
業務集中化の更なる推進

＜BPRの推進＞

○BPRの更なる推進

・行員を融資グループへ重点配置
・リレーション機会の拡充による営業力の強化



８．金融サービス基盤の進化８．金融サービス基盤の進化・・株主価値の向上株主価値の向上
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ⅡⅡ．主要経営施策．主要経営施策

■ 店舗網の整備

地域貢献・IRの拡充等を通じた七十七ブランドの向上地域貢献・IRの拡充等を通じた七十七ブランドの向上

■ 株主価値の向上等

＜参考＞直近の自己株式取得実績
・取得期間：H23/2～4 ・取得株式総数：5,563千株
・取得価額総額：約25億円
※H23/4震災の影響等を踏まえ中止

■ 安定配当の継続
・震災後も安定配当を継続

■ IRの拡充
・地域・個人向けIRによる安定的な株主確保

・海外投資家向けIRの継続実施

■ 体験型教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「ｽﾁｭｰﾃﾞﾝﾄｼﾃｨ」 へのﾌﾞｰｽ出店
対 象：仙台市内の小学生5、6年生

設置時期：H26年夏頃

設置内容：支店カウンターを再現。銀行窓口業務等を疑似体験

■ 金融教育の推進

■ LED照明への切替え

対 象：原則全ての店舗・CSｺｰﾅｰの照明

設置時期：H27/9月末まで順次切替え

効 果：電力使用量で年間約435千Kwhの

削減見込み（一般家庭の約120世帯分）

■ 環境問題への対応

■ 長町南支店（仮称）の設置

・成長著しい仙台市南部の長町地域への店舗設置（H26/5予定）

・ローンセンターの移転設置、保険専用窓口の設置（当行2店舗目）

【【平成平成2525年年99月期月期】】

地下鉄東西線

H27年度開業予定
全13駅、全長約14km

地下鉄南北線

泉地域

長町地域

【大規模プロジェクト】

仙台市南部地区の副都心

「あすと長町」の開発

・仙台市立病院移転

・大型住宅・復興公営住宅建設

・大規模商業施設出店 等

仙台駅

■ 仙台市のマーケットの状況

【基準地価】 （H25年）

商業地＋2.1%、住宅地＋2.7%
【人口】 （H25/9）

1,039千人（H23/9比＋19千人）

【有効求人倍率】 （H25/9）

1.40倍

■ 地元大学での提供講座開講
開設大学：東北学院大学 経営学部 経営学科

講座内容：H23年より毎年度、銀行業務の具体的内容について

当行行員が講師を勤め、開講。

受講者数：H23年度 155名→H24年度 191名→今年度 252名

■ 七十七金融資料館の活用
開 設：H10年12月、当行120周年を記念し開設

来館者数：H24年度 1,169名、H25年度上半期 762名



（年度末、単位：億円）

H24年度 H25年度

実　績 中間期実績 計　画

21,383 21,780 21,420

うち宮城県内リテール貸出金残高 ※2 19,699 20,089 19,720

（単位：億円）

H24年度 H25年度

実　績 中間期実績 計　画

1,445 940 1,731

（単位：億円）

H24年度 H25年度

実　績 中間期実績 計　画 毎年度 最終年度

121 81 140 110億円以上 130億円以上

（単位：％）

H24年度 H25年度

実　績 中間期実績 計　画

68.5 69.1 71.0

H26年度

67％未満

 コアOHR

 リテール貸出金残高　※1

 投資信託・保険・公共債販売額

 当期純利益

＜目　　標＞

＜目　　標＞

＜目　　標＞

＜目　　標＞

4,500億円以上

H26年度末(中計最終年度）

2兆1,500億円以上　　　

2兆円以上　　　

中計期間中累計

１．中期経営計画の進捗状況１．中期経営計画の進捗状況
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※1.地方公共団体等、東京・大阪・名古屋地区の支店勘定、本部勘定を除く貸出金残高 ※2.地方公共団体等、本部勘定を除く宮城県内貸出金残高

１．震災復興支援と地域経済の活性化１．震災復興支援と地域経済の活性化 ２．融資・コンサルティング力の強化２．融資・コンサルティング力の強化 ３．生産性の更なる向上３．生産性の更なる向上

■ 中期経営計画 基本方針

■ 中期経営計画 進捗状況

ⅢⅢ．業績予想．業績予想

コアOHRを除きほぼ目標どおり推移

H25年度計画は、H25年11月8日に公表した業績予想の修正に基づき修正後の計画

【【平成平成2525年年99月期月期】】



２．平成２．平成2525年度業績予想年度業績予想
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ⅢⅢ．業績予想．業績予想

＜業績予想の前提となる金利等の水準＞

(単位：％)

増　減

1.35 1.23 ▲0.12

0.71 0.72 0.01

0.04 0.04 0.00

0.95 0.90 ▲0.05

0.17 0.13 ▲0.04
(注)増減はポイント差

H25年度(計画)利回・利鞘

貸 出 金 利 回

H24年度(実績)

預 金 等 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金ス プレ ッド

総 資 金 利 鞘

H24年度(実績) H25年度(予想)

0.08% 0.07% 

0.32% 0.23% 

0.20% 0.29% 

0.78% 0.77% 

83円 99円 

12,397円 14,500円 

為替相場 （円/ドル）

日経平均株価(期末)

無 担保 コー ルＯ / Ｎ

日本円ＴＩＢＯＲ(3ヶ月)

新 発 5 年 国債 利 回

新発 10 年 国債 利 回

(単位：億円)

H24年度 H25年度

（実績） （計画） 前年比増減額

770 779 9

［ ］ [ 785 ] [ 794 ] [ 9 ]

685 692 7

98 100 2

▲  13 ▲  13 0

うち国債等債券損益 ▲  15 ▲  15 0

538 564 26

232 215 ▲  17

［ ］ [ 247 ] [ 230 ] [ ▲  17 ]

－ － －

232 215 ▲  17

▲  26 15 41

10 17 7

24 17 ▲   7

▲  39 6 45

206 230 24

▲   8 0 8

77 90 13

121 140 19

▲  14 0 14

業 績 予 想
（単　体）

一般貸倒引当金繰入額

経 費

業 務 粗 利 益

一般貸倒引当金繰入前業務純益

コ ア 業 務 純 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

コ ア 業 務 粗 利 益

そ の 他 業 務 利 益

与 信 関 係 費 用

業 務 純 益

当 期 純 利 益

法人税、住民税等(調整額含む)

臨 時 損 益

株 式 等 関 係 損 益

不 良債 権処理 額 ( ▲ )

特 別 損 益

経 常 利 益

貸 倒 引 当 金 戻入 益 等

(単位：億円、％)

増減率

36,417 37,627 3.3

31,122 35,386 13.7

69,006 73,473 6.4

参

考 7,166 7,330 2.2

H24年度(実績) H25年度(計画)

預 り 資 産 ( 末 残 )

主要勘定（平残）

貸 出 金

預金・譲 渡性預金

有 価 証 券

【【平成平成2525年年99月期月期】】



本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を

保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を

有しておりますのでご留意ください。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社七十七銀行 総合企画部

TEL ０２２－２６７－１１１１

企 画 課（内線：３０１０・３０１１）

主 計 課（内線：３０５０・３０５１）

広報・関連事業課（内線：３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

http：//www.77bank.co.jp/


